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研究成果の概要（和文）： 研究成果として、(1)中心地の再生に関する都市政策は大規模な中心

地と小規模な中心地とでは異なること，(2)最大規模の中心地シティセンターの再生は 1980 年

代末から始まり、同センターの中核地区では 1990 年代末から 2000 年代前半に大規模な開発プ

ロジェクト行われ，小売業，オフィス，住宅，等の複合開発が進展し、同センターの周辺地区

では，住宅開発と新たな都市機能の創出に重点を置いた再生事業が進められたこと，(3)小規模

な中心地の再生は, 社会的排除問題の克服をめざして，都市の困窮地区に集中的に実施されて

いること，などを明らかした。 

 
 
研究成果の概要（英文）： The findings of this research are summarized as the followings. 

First, the urban policies on the regeneration of centres are basically different between 

larger centres like city centres and smaller centres centres. Second, the regeneration of city 

centre in many core cities started in the end of 1980s.In the core area of city centres large 

scale regeneration projects have executed since the end of 1990s or the beginning of 2000s 

and city centre core areas have been transformed by the mixed retailing, residential, office 

and leisure development. On the other hand, the regeneration in the frame areas of city 

centre have focused on housing development and the creation of new urban functions like 

sports facilities and research centres. Third, the regeneration projects of smaller centres 

concentrated on the most deprived urban areas to tackle social exclusion.            
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１．研究開始当初の背景 

 研究開始の背景としては、次の諸点があげ
られた。 

(1) 1990 年代以降，中央政府が提起してきた
自動車交通から公共交通を重視した都市構
造への転換，中心地の再生，持続可能なコミ
ュニティの創造などをめざした都市政策に
関する研究は、数多くの研究成果をみてきて
いる。しかしながら，それらの政策が具体的
な都市（地方政府）においてどのように受容
されて，そして都市の変化がどのように展開
してきたのか、といった課題についての研究
は少なく，今後の重要な研究課題であるもの
と考えられた。 

 

(2) 実際の都市においては，各種の都市問題
や都市政策は相互に関連し、それらは地方政
府が策定する「開発計画」のもとに統合化さ
れて，都市の開発や再生に関する諸事業等が
行われてきているのが実態である。にもかか
わらず，都市政策やそのインパクトに関する
研究は、主として特定の都市政策だけについ
て研究されてきたために、ともすれば都市政
策の全体像を見失いがちであり、また都市政
策の体系のなかで個々の都市政策の意味合
いを位置づけるといった作業も欠落してし
まうこととなっている。本研究は、このよう
な研究上の問題点を解消することをめざす
ことに繋がる研究として位置づけられるも
のと考えられた。 

 

(3) 本研究の課題であるイギリスコアシティ
の中心地の再生は、さまざまな都市問題や都
市政策が関連している普遍的な都市の課題
である。それを研究するためには、都市の規
模や特性などと関連して，中心地の再生に関
する個々の都市の戦略や施策および実態な
どを比較考察することが重要な視点となる
ものと想定できた。 

 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は，1990 年代以降、特にブレ
ア労働党政権誕生以降のイギリスの中央政
府が示した都市政策が，具体的な個々の都市
においてどのように受容され、実際の都市政
策・都市計画が立案・実施されて，都市の再
生がどのように展開してきたのかについて，
英国の地域的中心都市＝コアシティの中心
地の再生に焦点を絞って検討することにあ
る。こうした研究目的を達成するため、より
具体的な研究目的を示すと，以下の２点があ
げられる。 

(1) 実際の都市においては，各種の相互関連
する都市課題と計画方針が「開発計画」のも
とに整理・統合され，「開発計画」に基づい

て都市政策が立案・実行されて、都市の再生
が進められることとなる。そこでコアシティ
を事例にして、シティセンター等の中心地の
再生，中心地の地域的ネットワークの再構築
といった中心地の再生をめぐる諸問題や諸
政策の連関について検討し、中心地の再生に
関する全体像を明らかにすることが、第一の
研究目的となる。 

 

(2) さらにイギリスのコアシティ８都市の中
心地の再生に関する実態について調査・考察
するとともに，事例都市を比較することによ
って，都市間での中心地の再生の実態に関す
る相違性や共通性について明らかにするこ
とが、第二の研究目的となる。 

 

 

３．研究の方法 
研究の方法としては，以下の手順で進める

こととした。 

(1) まずは 1990 年代後半以降，中央政府が提
起してきた都市政策については、中央政府が
発行する計画政策に関する文書、環境白書な
どにみられる中心地の再生に関する都市政
策の対象項目と内容について分析・考察する
こととした。 
 

(2) 各コアシティが策定した「開発計画」書
や「開発計画」の主要戦略に掲げられている
重点政策項目などを分析して、具体的な都市
における都市問題と都市政策・施策について，
その共通性と相違性，各都市の特徴などにつ
いて検討した。 
 
(3) 中心地の再生が、具対的な中心地におい
てどのような形で展開してきたのか、また再
生事業の評価などに関して、具体的な中心地
の事例を調査・分析した。 

 

(4) 以上の(1)～(3)の検討結果を総合し，本研
究課題に対する最終的結論を考察した。 

 
 
４．研究成果 
本研究で明らかとなったことや今後の課

題は、次のようである。 
(1) 1980 年代以降、都市の再生 urban 

regeneration は、イギリスの都市政策・都市
計画においては、最重要課題といってよい。
そのなかにあって、1990 年代以降、ことに
ブレア労働党政権誕生以降、中央政府は計画
政策ガイダンス planning policy guidance・
計画政策ステートメント planning policy 

statement において、中心地（センターcentre）
の再生の必要性は広く強調されるところと
なった。 



その政策的根拠は、第一にはＥＵの共通都
市政策である自動車交通から公共交通を重
視した都市構造への転換を図るためには、交
通計画と土地利用計画との連携を図り、公共
交通路線に立地する中心地を再生して、そこ
に都市機能を集積していくことや中心地の
地域的体系を再整備することが課題となる
からである。 

また、第二には、1980 年代以降のイギリ
スでは、社会的・空間的分極化が進み、社会
的排除問題が顕在化してきたことに対して、
その問題解決のための一方策として、都市の
困窮地区 deprived area の核となりうる当該
コミュニティの中心地の再生とその機能強
化が喫緊の都市政策課題として位置づけら
れることとなってきたからである。 

以上のような中心地の再生問題の焦点と
みられる具体的な中心地としては、前者が主
としてシティセンターcity centreやタウンセ
ンターtown centre のような、比較的規模の
大きな中心地であり、一方後者は地域的に限
定され、かつ比較的規模が小さいディストリ
クトセンターdistrict centre ないしはローカ
ルセンターlocal centre となる。 

 

(2) こうした中央政府の中心地の再生に関す
る問題意識や都市政策の基調は、地方政府が
策定する「開発計画」development plan や
各種の政策関連文書の分析から、コアシティ
の各都市においてもほぼ共通して、理解・浸
透されていることが確認できた。 

例えば、1990 年代以降に策定（改定）さ
れた「開発計画」書においては、中心地ない
し中心地の再生については、「シティセンタ
ー」の項目と「小売業 retailing」ないし「シ
ョッピング shopping」の項目で取り上げられ、
後者は主として中心地の地域的ネットワー
クおよびシティセンターを除くその他の中
心地に関する事項が取り上げられているこ
となどから、各都市の中心地の再生問題の認
識は中央政府の認識とほぼ一致する形で、中
心地の問題を大きく二つに分けて捉えられ
ているものといえる。 

しかしながら、個々の都市においては、中
央政府の都市政策とは直接的に関連するこ
となしに、それぞれに従来から進めてきた具
体的な開発計画案件や中心地の再生に関す
る方針・計画に基づいて、過去の事業等との
継続性を重視しつつ、中心地の再生事業の実
施や新たな都市の政策課題への対応などが
進められてきているといった側面、換言すれ
ば個々の都市のいわば独自的側面も少なく
ないことが判明した。 

 

(3) 中心地の再生は具体的課題やその政策・
施策においても、シティセンターを典型とす
る大規模な中心地とローカルセンターを典

型とする小規模な中心地とでは、基本的に異
なる。 
コアシティのシティセンターの再生は、中

央政府の中心地の再生に関する政策をいわ
ば先取りする形で、1970 年代～1980 年代前
半に進行した経済不況によるシティセンタ
ーの衰微や同センターと隣接するインナー
シティエリアでのブラウンフィールドの拡
大・失業率の増大といった都市問題の突破口
として、中央政府の中心地の再生に関する政
策をいわば先取りする形で、1980 年代中葉頃
から始まったものといえる。それは 1980 年
代に相次いで多くのコアシティで「シティセ
ンター・ローカルプラン」city centre local 

plan が策定され、各種の再生事業の連鎖によ
って、シティセンターの空間的拡大と発展を
めざすとともに、シティセンター内部をいく
つかの特徴ある小地区（クォーターquarter、
サブディヴィジョン subdivision などと呼ば
れる）に分割して、各地区の特性を活かした
再生を進め、シティセンターの多機能化をも
めざす形で進展してきたものである。また、
具体的なシティセンターの再生事業の内実
や施策・手法はほぼ共通したものがあり、そ
れは小売業、レジャー、オフィス、住宅の複
合的開発を促進していくことを中心にして、
さらにタウンセンターマネージメント town 

centre management ないしＢＩＤ（ビジネ
ス・インプルーブメント・ディストリクト
business improvement district）の設立・導
入による地区環境の改善、ＬＲＴの導入によ
るシティセンターへの公共交通アクセスの
向上などによって、コアエリアの再生が図ら
れてきた。ことに 2000 年代には、都市再生
会社 Urban Development Corporation によ
るリバプールのシティセンターの再生事業
を筆頭にして、多くのコアシティで小売商業
を中心とする大規模な複合開発が進展して
きた。  
以上のコアエリアに対して、シティセンタ

ーのフレームエリア（周辺地区）の再生では、
インナーシティの一部をもシティセンター
の計画（開発）の範囲に取り込む形で再生が
進められてきたことや住宅の開発・再生が行
われてきたことがコアシティに共通する特
徴である。こうしたことは、(ⅰ)多くの都市
で将来的に住宅需要の拡大が見込まれ、また
インナーシティの住宅改善・コミュニティの
再生が必要であること、(ⅱ)シティセンター
の発展には新たな都市機能を誘導するため
の開発用地が必要であること、などが地方政
府に共通する背景として存在しているから
である。 
例えば、バーミンガム市では、今日のシテ

ィセンターの範域は伝統的なシティセンタ
ーの 10 倍ほどに拡張され、また 2000～09 年
間に約 11,000 戸の住宅が建設された。住宅



以外の再生事業の内容は、スポーツ施設の充
実（マンチェスター、シェフィールドなど）、
研究開発センターの創設（バーミンガム、ブ
リストルなど）、オフィスの拡張（リーズ、
ノッティンガム、ニューカッスルなど）等々、
多様なものがあり、当該都市の政策課題の相
違や都市戦略の違いなどを反映しているも
のと考えられる。 

 
(4) ローカルセンターの再生は、シティセン
ターの再生とは全く別の問題であり、それは
多分に社会的排除 social exclusion 問題と関
連している。すなわち、ローカルセンターの
衰退・機能低下は一般にアウト・オブ・セン
ターout-of-centre に立地展開してきたスー
パーストア superstore などの大規模小売商
業施設の開発により、ローカルセンターが衰
退してきたことがその大きな要因であり、そ
のためローカルセンターに日常的な買物を
依存してきた消費者には、食料品が調達でき
ない地域が出現してきたというフードデザ
ート問題の顕在化が大きな契機となり、加え
てブレア政権になって社会的排除問題に対
する取り組みが精力的に進められるように
なったことから、ローカルセンターの再生が
都市の重要な政策課題となってきたからで
ある。 
従来、ローカルセンターの問題は、食料品

を典型に、日常生活を営む上で消費購買活動
は必須であるがゆえに、すべての人々にとっ
て、容易に商品が調達可能となる小売商業の
地域的ネットワークを構築・維持することが
地方政府の役割であるとの理念のもとに、多
くの都市で普遍的に取り上げられてきた課
題である。そのため、第二次世界大戦以降、
ローカルセンターの建設・改善などの事業は
常に実施されてきたのである。 
しかしながら、1990 年代後半以降のローカ

ルセンターの再生は、多数のローカルセンタ
ーの再生が課題となるのではなく、ローカル
センターの衰退が地域に及ぼす影響が大で、
その再生が課題となるターゲット地区、すな
わちインナーシティに位置する社会的排除
下にある人々が多数居住する困窮地区にあ
るローカルセンターの再生に重点を置いて
いる。そこでのローカルセンターの再生は、
従来のように小売商業（ショッピング）環境
の改善、すなわち今日的課題でいえばフード
デザート問題の解消や建造環境の改善だけ
に置かれるのではなく、ローカルセンターを
社会的排除問題の解決をめざした近隣社会
再生の拠点として機能させていくことが最
終的目標とされているところに特徴がある。 
こうしたローカルセンターの再生は、すべ

てのコアシティで取り上げられ、さまざまな
事業が実施されてきている。具体的には官民
パートナーシップによる地域イニシアティ

ブを創設して、ローカルセンターの建造環境
の改善や小売商業・ローカルサービスの再生
を図るとともに、コミュニティビジネスの創
出、住民支援・ボランティア活動ネットワー
クの構築などのソフト事業なども行われて
きている。こうしたローカルセンターの再生
事業の成果は、センターの縁辺部＝エッジ・
オブ・センターedge-of-centre でのスーパー
ストアの誘致などによってフードデザート
の解消問題に関しては大きな前進をみてき
たが、その他の課題については、都市によっ
てその進捗度には相当な差異があることが
明らかになった。 
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